
証券コード（2107)
平成28年６月３日

　

株 主 各 位
　

東京都中央区日本橋小網町18番20号

東洋精糖株式会社
取締役社長 下 井 田 隆

　

第92回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第92回定時株主総会を下記のとおり開催い

たしますので、ご出席くださいますようご通知申しあげ

ます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権

を行使することができますので、お手数ながら後記の株

主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用

紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月

22日（水曜日）午後５時30分までに到着するようにご返

送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具

記
　

1. 日 時 平成28年６月23日（木曜日）午前10時
2. 場 所 東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号

鉄鋼会館 (８階 801会議室)
3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1.第92期（平成27年４月１日から平
成28年３月31日まで）事業報告、
連結計算書類並びに会計監査人及
び監査役会の連結計算書類監査結
果報告の件

2.第92期（平成27年４月１日から平
成28年３月31日まで）計算書類報
告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役９名選任の件
第２号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈

の件
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4. その他株主総会招集に関する事項
(1) 賛否の記載がない議決権行使書面の取扱い

賛否の記載がない議決権行使書面が会社に提出さ
れた場合、各議案について賛成の意思表示があった
ものとして取扱わせていただきますのでご了承くだ
さい。

(2) 代理人による議決権の行使
代理人による議決権の行使につきましては、議決

権を有する他の株主様１名を代理人として、その議
決権を行使できることとさせていただきます。ただ
し、代理権を証明する書面のご提出が必要となりま
すのでご了承ください。

(3) 議決権の不統一行使の事前通知の方法
議決権の不統一行使をされる株主様は、株主総会

の日の３日前までに、議決権の不統一行使を行う旨
とその理由を書面により当社にご通知ください。

以 上
　
　
　
　
　
　
　
　

　

………………………………………………………………
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書

用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
あげます。また、本招集ご通知をご持参くださいます
ようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算
書類に修正をすべき事項が生じた場合は、インターネ
ット上の当社ウェブサイトにおいて、修正後の事項を
掲載させていただきます。
（http://www.toyosugar.co.jp/）

◎震災等によりやむを得ず開催日時及び場所を変更しな
ければならない場合には、インターネット上の上記当
社ウェブサイトにおいて掲載させていただいた上で、
しかるべき措置を講じさせていただきます。
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添 付 書 類
　

事 業 報 告
　

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

　

1. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及びその成果

　わが国経済は、緩やかな回復傾向にあったもの

の、中国や新興国の景気減速、さらには年明け以降

の急速な円高と株価の乱高下により、景気の先行き

は不透明さを増しております。

　また、環太平洋戦略的経済連携協定(ＴＰＰ)の大

筋合意に伴い、関連法案が３月に閣議決定され、加

糖調製品等の動向に注視すべき状況が続いておりま

す。

　このような状況下、当社グループは、砂糖事業と

機能素材事業の維持・拡大に注力するとともに、平

成27年９月末には不動産賃貸事業から撤退し、財務

体質の強化と安定収益の確保に努めてまいりまし

た。

　その結果、全事業の連結売上高は14,469百万円

(前期比0.3％増)、連結営業利益は610百万円(前期

比3.8％増)、連結経常利益は726百万円(前期比10.0

％増)、親会社株主に帰属する当期純利益は528百万

円(前期は親会社株主に帰属する当期純損失781百万

円)となりました。

　 セグメントの業績は次のとおりです。

　 ＜砂糖事業＞

　ニューヨーク粗糖先物相場の期近限月は、１ポン

ド当たり12.00セントで始まり、最大の生産国であ

るブラジルの経済先行き不透明感でドル高レアル安

が進行し、石油価格の大幅下落の影響もあり、８月

に期中最安値となる10.13セントをつけました。そ

の後、ブラジル、タイ、インドでの少雨による減産

の懸念から一転上昇し、３月には期中最高値となる

16.75セントまで値を上げ、15.42セントで当期を終
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了いたしました。

　一方、日本経済新聞掲載の東京上白糖現物相場

は、１キログラム当たり185円～186円で始まり、ニ

ューヨーク粗糖先物相場が下落基調となり10月に２

円下落しました。その後、ニューヨーク粗糖先物相

場の上昇に伴い２月に４円上昇し、187円～188円で

当期を終了いたしました。

　このような状況の中、夏場の天候不順、冬場の寒

暖差の影響はあったものの売上高はほぼ前年並みを

確保し13,270百万円(前期比2.2％増)となりました。

営業利益は、原料と製造コストの適切な管理によ

り、1,142百万円(前期比12.5％増)となりました。

　 ＜機能素材事業＞

　価格改定の影響により酵素処理ステビアが低調で

あったものの化粧品原料が堅調に推移したため、売

上高は1,104百万円(前期比4.7％増) となりました。

営業利益は製造・原材料調達コストの上昇により、

48百万円(前期比1.3％減)となりました。

　 ＜不動産賃貸事業＞

　前期（平成27年３月）に行った賃貸用固定資産の

譲渡による賃貸収入の減収などにより、売上高は94

百万円(前期比75.0％減)、営業損失は32百万円とな

りました。
　
　(2) 設備投資の状況

　当期における当社グループ全体で実施した設備投

資の総額は99百万円で、その主なものは機能素材事

業における生産設備の取得40百万円であります。
　
　(3) 対処すべき課題

　当社グループは、コア事業である砂糖事業の持続

的成長を図りつつ、事業投資も視野に入れ、第二の

柱とするべく機能素材事業を育成することを基本戦

略としております。

　具体的には以下のとおり事業ごとの課題に取り組

み、製造・販売コストの管理、新規素材開発などに

注力し、収益力の強化と財務体質のさらなる改善を

進めてまいります。
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　 ＜砂糖事業＞

　加糖調製品と高甘味度甘味料の影響等による国内

砂糖消費量の減少など事業環境は依然として厳しい

状況が続く見通しであります。また、環太平洋戦略

的経済連携協定(ＴＰＰ)の行方にも留意すべき状況

であります。このような事業環境において、引き続

き原料・製造・販売の各コストの管理を徹底し、収

益確保に向け取り組んでまいります。

　 ＜機能素材事業＞

　当社グループの重点事業分野と位置付け、飲料・

健康食品及び化粧品原料向けの市場開拓を積極的に

進め、拡販に努めてまいります。そのためには、外

部研究機関との連携による新規素材開発や既存素材

の用途開発を進めつつ、ハラール及びコーシャ認証

も活用して顧客層の拡大にも注力してまいります。

　

　当社は、厳しい事業環境の中、株主の皆様のご期

待に応えるべく当社グループ一丸となり収益力の強

化と財務体質の改善に努めるとともに、安定配当の

確保に取り組んでまいりました。

　当期につきましては、平成28年５月12日開催の取

締役会において、株主の皆様への利益還元に配慮

し、１株につき３円の期末配当を実施することを決

議させていただきました。

　

　株主の皆様には、これまでのご支援に重ねて御礼

申しあげますとともに、引き続きご理解とご協力を

賜りますよう心からお願い申しあげます。
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　(4) 財産及び損益の状況の推移

　 ① 企業集団の財産及び損益の状況の推移
　

期 別
区 分

第 89 期
平成25年３月期

第 90 期
平成26年３月期

第 91 期
平成27年３月期

第 92 期
平成28年３月期
(当連結会計年度)

売 上 高(百万円) 14,691 14,478 14,419 14,469

経 常 利 益(百万円) 1,026 830 660 726

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円)
(△は親会社株主に帰属する当期純損失)

657 517 △781 528

１株当たり当期純利益(円)
(△は１株当たり当期純損失)

12.06 9.49 △14.32 9.70

総 資 産(百万円) 13,235 13,552 12,082 11,291

純 資 産(百万円) 7,241 7,654 6,824 7,255

１株当たり純資産(円) 132.79 140.35 125.13 133.04
　

(注) 1. 「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平
成25年９月13日)等を適用し、当連結会計年度より、

「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」
に、「当期純損失(△)」を「親会社株主に帰属する当期
純損失(△)」としております。

2. 当連結会計年度の状況につきましては、「(1) 事業の経
過及びその成果」に記載のとおりであります。

　

　 ② 当社の財産及び損益の状況の推移
　

期 別
区 分

第 89 期
平成25年３月期

第 90 期
平成26年３月期

第 91 期
平成27年３月期

第 92 期
平成28年３月期
(当事業年度)

売 上 高(百万円) 11,554 11,543 11,562 11,215

経 常 利 益(百万円) 934 733 541 666

当期純利益
(△は当期純損失)

(百万円) 592 450 △820 544

１株当たり当期純利益(円)
(△は１株当たり当期純損失)

10.87 8.26 △15.05 9.99

総 資 産(百万円) 11,875 12,136 10,983 9,884

純 資 産(百万円) 6,916 7,257 6,333 6,768

１株当たり純資産(円) 126.82 133.08 116.14 124.11
　

(注) 当事業年度の状況につきましては、売上高11,215百万円
（前事業年度比3.0％減）、営業利益587百万円（前事業年度
比18.3％増）、経常利益666百万円（前事業年度比23.1％
増）、当期純利益544百万円（前事業年度は当期純損失820
百万円）となりました。
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　(5) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 重要な親会社の状況

　 該当事項はございません。

② 親会社等との間の取引に関する事項

該当事項はございません。

　 ③ 重要な子会社の状況
　

会 社 名 資本金
当 社 の
出資比率

主要な事業内容

百万円 ％

トーハン株式会社 100 100 食品の卸売業

　

　 ④ 企業結合の経過

　ヨートーハウジング株式会社は、平成27年９月

30日付で解散し、平成27年12月25日付で清算が結

了いたしましたので、当連結会計年度より連結の

範囲から除外しております。

　 ⑤ 企業結合の成果

　連結子会社は「③重要な子会社の状況」に記載

している１社であります。当連結会計年度の企業

結合の成果につきましては、「(1) 事業の経過及

びその成果」に記載のとおりであります。

　 ⑥ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はございません。

　

　(6) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

　当社グループの主要な事業は、砂糖事業及び機能

素材事業であります。
　

区 分 事 業 内 容

砂 糖 事 業 精製糖の製造・販売

機 能 素 材 事 業

酵素処理ルチン、酵素処理ヘスペリジ
ン、ステビア甘味料、ゆずポリフェノ
ール、グリセリルグルコシド及びバオ
バブ・サリチェ等の製造・販売

(注) 当社グループは、平成27年９月30日付で不動産賃貸事業か
ら撤退いたしました。
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(7) 主要な営業所及び工場（平成28年３月31日現在）

　 ① 当社の主要な営業所及び工場
　

営 業 所 本 社 東京都中央区日本橋小網町18番20号

工 場 千 葉 工 場 千葉県市原市岩崎西１丁目６番41号

　

　 ② 子会社の主要な営業所
　

ト ー ハ ン 株 式 会 社
東京都中央区日本橋蛎殻町１丁目30番11号

ヨートービル

　

　 ③ 関連会社の主要な営業所及び工場
　

太平洋製糖株式会社 神奈川県横浜市鶴見区大黒町13番46号

　

　(8) 使用人の状況（平成28年３月31日現在）

　 ① 企業集団の使用人の状況
　

事 業 の 名 称 使用人数(名) 前期末比増減(名)

砂 糖 事 業 21 －

機 能 素 材 事 業 32(2) 3(△4)

全 社 （共 通） 24 △2

合 計 77(2) △3(△4)
　

(注) 1. 使用人数は就業人員であります。
2. 使用人数欄の（外書）は、臨時使用人の年間平均雇用

人員であります。
3. 当社グループは、平成27年９月30日付で不動産賃貸事

業から撤退したため、平成28年３月31日現在の同事業
の使用人数は－名、前期末比増減は△４名であります。
よって、同年３月31日現在の合計使用人数は77名(２
名)、前期末比増減は△３名(△４名)であります。

　

　 ② 当社の使用人の状況
　

使 用 人 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

名 名 歳 年

66(2) △1(△4) 44.2 16.9
　

(注) 1. 使用人数は就業人員であり、使用人兼務取締役３名及
び出向者５名を含んでおりません。

2. 使用人数欄の（外書）は、臨時使用人の年間平均雇用
人員であります。
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　(9) 主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）
　

借 入 先 借 入 額

百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 619

農 林 中 央 金 庫 480

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 300

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 110

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 100
　

(注) 借入額は長期借入金及び短期借入金の合計金額でありま
す。

　

(10) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　 該当事項はございません。
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2. 会社の株式に関する事項（平成28年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 180,000,000株

(2) 発行済株式の総数

　 (自己株式27,082株を含む。）
54,560,000株

(3) 株 主 数 5,360名
　(4) 大 株 主
　

株 主 名
当社への出資状況

持 株 数 持株比率

千株 ％

丸 紅 株 式 会 社 21,408 39.25

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 2,871 5.26

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 1,593 2.92

ビービーエイチ フイデリテイ ピユーリタン フイデリテイ シリーズ
イントリンシツク オポチユニテイズ フアンド

1,200 2.20

山 三 株 式 会 社 1,122 2.05

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 768 1.40

橋 本 公 裕 666 1.22

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 627 1.14

洋 糖 持 株 会 518 0.95

松 井 証 券 株 式 会 社 472 0.86
　

(注) 1. 持株比率は自己株式（27,082株）を控除して計算して
おります。

2. 上記株数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおり
であります。
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 2,871千株
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 768千株

　

　(5) その他株式に関する重要な事項

　 該当事項はございません。
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3. 会社役員に関する事項

　(1) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（平成28年３月31日現

在）
　

氏 名 地位及び担当 重 要 な 兼 職 の 状 況

水 本 圭 昭 代表取締役社長 太平洋製糖株式会社取締役

下井田 隆 専 務 取 締 役
( 営 業 本 部 長
研究開発部・
知的財産部管掌)

トーハン株式会社代表取締役社長
太平洋製糖株式会社取締役
関東砂糖株式会社取締役

立 澤 一 郎 常 務 取 締 役
( 管 理 本 部 長
総 務 部 長 兼
経営企画室長)

トーハン株式会社取締役
太平洋製糖株式会社監査役

飯 田 純 久 取 締 役
( 生 産 本 部 長
研究開発部長)

該当する事項はございません

吉 武 孝 夫 取 締 役
(管理本部副本部長
財務経理部長)

トーハン株式会社監査役

遠 藤 和 浩 取 締 役
(営業本部副本部長
砂糖営業部長)

トーハン株式会社取締役

秋 山 利 裕 取 締 役 山三株式会社代表取締役社長
山三交通株式会社代表取締役社長

戸井川 岩 夫 取 締 役 弁護士(日比谷Ｔ＆Ｙ法律事務所)

岩 尾 聖 士 取 締 役 丸紅株式会社食品原料部長

渡 邉 忠 彦 常 勤 監 査 役 該当する事項はございません

青 山 正 明 常 勤 監 査 役 該当する事項はございません

笹 岡 晃 監 査 役 丸紅株式会社食品本部副本部長

西 山 和 伸 監 査 役 丸紅株式会社営業経理部長
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(注) 1. 当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおり
であります。

(1)平成27年６月18日開催の第91回定時株主総会終結の時
をもって、取締役佐々木剛、青山正明及び依田康夫の
３氏並びに監査役戸井川岩夫氏は任期満了により、監
査役齋藤進及び吉川誠の両氏は辞任により退任いたし
ました。

(2)平成27年６月18日開催の第91回定時株主総会において、
取締役水本圭昭、吉武孝夫、遠藤和浩、戸井川岩夫及
び岩尾聖士の５氏並びに監査役渡邉忠彦、青山正明及
び西山和伸の３氏が新たに選任され就任いたしました。

(3)代表取締役社長水本圭昭氏は、平成28年３月31日をも
って辞任により退任いたしました。なお、平成28年４
月１日より専務取締役下井田隆氏が代表取締役社長に
就任しております。

2. 重要な兼職の異動状況について
(1)代表取締役社長水本圭昭氏は、平成27年６月11日付で

太平洋製糖株式会社取締役に就任し、平成28年３月31
日をもって同社取締役を退任いたしました。

(2)専務取締役下井田隆氏は、平成27年６月１日付でトー
ハン株式会社代表取締役社長に就任いたしました。

(3)常務取締役立澤一郎氏は、平成27年６月１日付でトー
ハン株式会社取締役に就任いたしました。

(4)取締役吉武孝夫氏は、平成27年６月１日付でトーハン
株式会社監査役に就任いたしました。

(5)取締役遠藤和浩氏は、平成27年６月１日付でトーハン
株式会社取締役に就任いたしました。

3. 取締役秋山利裕、戸井川岩夫及び岩尾聖士の３氏は社
外取締役であります。

4. 監査役渡邉忠彦、笹岡晃及び西山和伸の３氏は社外監
査役であります。

5. 取締役秋山利裕及び戸井川岩夫の両氏につきましては、
東京証券取引所に対し、同取引所の定める独立役員と
して届け出ております。

6. 監査役渡邉忠彦氏は、当社の特定関係事業者である丸
紅株式会社において長年にわたり経理業務に従事した
経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を
有するものであります。

7. 監査役西山和伸氏は、当社の特定関係事業者である丸
紅株式会社において長年にわたり経理業務の経験を重
ねており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有
するものであります。

　

― 12 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月19日 16時01分 $FOLDER; 12ページ



　 ② 取締役及び監査役に対する報酬等の額
　

区 分 人 数 報酬等の額 摘 要

取 締 役 12名 72百万円 うち社外取締役 ３名 ６百万円

監 査 役 ７名 27百万円
うち社外監査役

(常勤社外監査役
社外監査役

６名
２名
４名

18百万円
12百万円)５百万円

　

(注) 1. 上記には、平成27年６月18日開催の第91回定時株主総
会終結の時をもって退任いたしました取締役３名、常
勤社外監査役１名及び社外監査役２名並びに平成28年
３月31日をもって退任いたしました取締役１名を含め
ております。

2. 上記のほか、使用人兼務取締役４名に対し使用人給与
22百万円を支給しております。

3. 上記のほか、当事業年度に役員退職慰労引当金繰入額
14百万円（取締役12名11百万円（うち社外取締役３名
－百万円）及び監査役７名２百万円（うち社外監査役
６名１百万円））を計上しております。

4. 上記のほか、平成27年６月18日開催の第91回定時株主
総会決議に基づき、当事業年度において支給した役員
退職慰労金の額は次のとおりであります。

取締役３名 52百万円(うち社 外 取 締 役－名－百万円)
監査役１名 ３百万円(うち常勤社外監査役１名３百万円)

5. 株主総会の決議による取締役の報酬等限度額は年額144
百万円であります。
(平成18年６月23日開催の第82回定時株主総会決議)

6. 株主総会の決議による監査役の報酬等限度額は年額36
百万円であります。
(平成18年６月23日開催の第82回定時株主総会決議)

　

③ 責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外取締役及び社外監査役全員との間

で損害賠償責任を法令の範囲内で限定する契約を

締結しており、当該契約に基づく賠償の限度額

は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度

額であります。
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　(2) 社外役員に関する事項

① 他の法人等との重要な兼職状況及び当社と当該

他の法人等との関係
　

地 位 氏 名 重要な兼職状況 当社との関係

社外取締役 秋 山 利 裕
山三株式会社 代表取締役社長
山三交通株式会社 代表取締役社長

山三株式会社は当
社の大株主であり
ますが、当社との
間に取引関係はあ
りません。
山三交通株式会社
は当社の大株主で
ある山三株式会社
の子会社でありま
すが、当社との間
に取引関係はあり
ません。

社外取締役 戸井川 岩 夫
弁 護 士
(日比谷Ｔ＆Ｙ法律事務所)

当社との間には特
別の関係はありま
せん。

社外取締役 岩 尾 聖 士
丸 紅 株 式 会 社
食 品 原 料 部 長

丸紅株式会社は当
社の大株主であ
り、当社は同社へ
精製糖を販売し、
また同社から原料
糖の購入を行って
おります。

社外監査役 笹 岡 晃
丸 紅 株 式 会 社
食品本部副本部長

丸紅株式会社は当
社の大株主であ
り、当社は同社へ
精製糖を販売し、
また同社から原料
糖の購入を行って
おります。

社外監査役 西 山 和 伸
丸 紅 株 式 会 社
営 業 経 理 部 長

丸紅株式会社は当
社の大株主であ
り、当社は同社へ
精製糖を販売し、
また同社から原料
糖の購入を行って
おります。

　

② 他の法人等の社外役員との重要な兼職状況及び

当社と当該他の法人等との関係

　 該当事項はございません。

　

③ 会社または会社の特定関係事業者の業務執行者

又は役員（業務執行者であるものを除く）との

親族関係

　 該当事項はございません。
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　 ④ 当事業年度における主な活動状況
　

地 位 氏 名 主な活動状況

社外取締役 秋 山 利 裕

取締役会へは11回開催中10回出席
し、経験豊富な経営者の観点から、
議案・審議等につき適宜質問、助言
を行っております。

社外取締役 戸井川 岩 夫

第91回定時株主総会終結の時をもっ
て監査役の任期が満了となるまで、
取締役会へは１回開催中１回出席
し、議案・審議等に必要な発言を適
宜行っております。監査役会へは３
回開催中３回出席し、議案・審議等
に必要な発言を適宜行っておりま
す。第91回定時株主総会後は、取締
役として職務を遂行しており、取締
役会へは10回開催中７回出席し、企
業法務に精通した弁護士の観点か
ら、議案・審議等につき適宜質問、
助言を行っております。

社外取締役 岩 尾 聖 士

第91回定時株主総会後、取締役会へ
は10回開催中10回出席し、業務執行
を行う経営陣から独立した客観的視
点で、議案・審議等につき適宜質
問、助言を行っております。

社外監査役 渡 邉 忠 彦

第91回定時株主総会後、常勤監査役
として職務を遂行しております。取
締役会へは10回開催中10回出席し、
議案・審議等に必要な発言を適宜行
っております。監査役会へは10回開
催中10回出席し、議案・審議等に必
要な発言を適宜行っております。

社外監査役 笹 岡 晃

取締役会へは11回開催中10回出席
し、議案・審議等に必要な発言を適
宜行っております。監査役会へは13
回開催中13回出席し、議案・審議等
に必要な発言を適宜行っておりま
す。

社外監査役 西 山 和 伸

第91回定時株主総会後、取締役会へ
は10回開催中７回出席し、議案・審
議等に必要な発言を適宜行っており
ます。監査役会へは10回開催中９回
出席し、議案・審議等に必要な発言
を適宜行っております。
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4. 会計監査人に関する事項

　(1) 会計監査人の名称

　 有限責任 あずさ監査法人

　

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　

① 公認会計士法第２条第１項の業務に係る報
酬等の額

25百万円

② 上記以外の業務に係る報酬等の額 　 －百万円

③ 当社及び当社の子会社が支払うべき金銭そ
の他の財産上の利益の合計額

25百万円

　

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約におきましては、
会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
額を区分しておりませんので、上記の金額には金融商
品取引法に基づく監査の報酬等を含めております。

2. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人
との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の
監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況や報酬見積
りの算定根拠等を確認し、検討した結果、会計監査人
の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行って
おります。

　

　(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項

各号に定める項目に該当すると認められる場合に

は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。また、監査役会は、会計監査人が職務

を適切に遂行することが困難と認められる場合な

ど、必要と判断した場合には、会計監査人の解任ま

たは不再任に関する議案の内容を決定いたします。

　

　(4) 責任限定契約の内容の概要

　 該当事項はございません。
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5. 会社の体制及び方針
(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制その他業務の適正を確保す
るための体制及び当該体制の運用状況
① 業務の適正を確保するための体制等の整備につ

いての決議の内容の概要

　当社は、平成18年５月12日開催の取締役会におい
て、内部統制に関わる基本方針を決議し、基本方針
に基づく内部統制の整備を行っております。なお、
本決議は平成20年３月18日、平成21年５月12日、平
成23年５月12日並びに平成27年６月18日の取締役会
決議により同方針の一部内容を改定しております。
　取締役会において確認しております最新の決議の
内容は次のとおりであります。

　

内部統制に関わる基本方針

　当社は、内部統制に関して定めた「内部統制基本
要綱」に則り、法令の遵守を徹底し社会的責任を果
たしつつ、内部統制システムの構築と適切な運用を
コーポレートガバナンスの根幹と成し、社会的信頼
の確保と有効な企業活動の維持に努め、事業目的の
達成を目指す。企業価値の増大を図るとともに、持
続的な成長基盤を構築するため、会社法及び会社法
施行規則並びに金融商品取引法に基づき、以下のと
おり、業務の適正と効率を確保するための体制に関
する基本方針（以下、内部統制の基本方針という）
を整備する。
　なお、当社は社会の変化に対応し、内部統制の基
本方針を常に見直すことにより、より適正かつ効率
的な体制を実現するものとする。

１ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款
に適合することを確保するための体制
(1)全取締役及び社員の職務執行が法令及び定款

に適合することを確保するため定めた「コン
プライアンスマニュアル（行動基準及び行動
指針）」を整備し、法令遵守を企業活動の要
諦とすることを浸透させるものとする。
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(2)当社グループの取締役の中立・透明・公平な
業務執行等を確保するため、「役員行動規範」
を定め遵守し、企業の信頼の確保、維持、高
揚を図るものとする。

(3)コンプライアンスに適った企業活動を実践す
るため、「コンプライアンス委員会」をはじ
めとした各種委員会を設置し、諸施策を講じ
るとともに、取締役並びに社員相互の意思疎
通を充分に図り、信頼関係を築き健全な企業
文化を醸成するものとする。

(4)法令違反その他コンプライアンスに関する重
大な事実を発見した場合の報告体制として、
「コンプライアンス委員会」のほか、顧問弁
護士、第三者機関等を直接の情報受領者とす
る内部通報制度を整備し、その運用を行うも
のとする。

(5)コンプライアンスの状況及び「コンプライア
ンス委員会」の活動状況については、「内部
統制委員会」が内部監査を実施し、その結果
を取締役社長に報告するものとする。

２ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理
に関する体制
　取締役の意思決定及び報告など職務執行に係
る情報は、「文書取扱管理規程」及び「ＩＴ関
連の管理規程」に基づき文書または電磁的媒体
に記録し、適切に保存及び管理（廃棄を含む）
するものとし、必要に応じて閲覧可能な状態を
維持するものとする。

３ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(1)当社のリスク管理は、「リスク管理規程」及

び「財務報告に係る内部統制実施要領」に基
づき執り行うものとする。

(2)「内部統制基本要綱」により設置した「内部統
制委員会」は同委員会の規程の定めに従い、
リスク管理が適正に行われているか内部監査
を実施し、その結果について取締役社長に報
告するものとする。

(3)自然災害など重大事態が発生した場合は、
「危機管理規則」に基づき対策本部を設置し
適切な処置を講じるものとする。
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４ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを
確保するための体制
(1)定例取締役会を年８回開催するほか、適宜臨

時に開催するものとする。また、経営に関す
る重要事項については、常勤取締役と常勤監
査役で構成する経営会議において事前に議論
を行い、その審議を経て、取締役会決議する
ものとする。

(2)取締役会の決定に基づく業務執行について
は、「組織・職務・職務権限・決裁規程」な
ど社内規程において、それぞれの責任者及び
その責任、執行手続の詳細について定めるも
のとする。

(3)経営方針及び事業年度計画を立案し、全社的
な目標を設定する。
事業年度計画については、常勤取締役、各本
部長等により構成された会議において、定期
的に各本部から業績のレビューと具体的な改
善策を報告させるものとする。

５ 次に掲げる体制その他の当社並びに子会社から
成る企業集団における業務の適正を確保するた
めの体制
(1)子会社の取締役及び使用人の職務の執行に係

る事項の当社への報告に関する体制
当社は、「関係会社管理規程」を定め、同規
程に基づき当社及び子会社の取締役及び使用
人との間において定例及び臨時に報告会議を
行い、当社の経営方針の周知を行うととも
に、子会社から経営状況等の報告を受けるも
のとする。

(2)子会社の損失の危険の管理に関する規程その
他の体制
当社の「リスク管理規程」に基づき、子会社
から定期的に報告を受けるほか、子会社にお
いて損失の危険が発生した場合には、速やか
に当社へ報告し、当社及び当該子会社間で対
策を協議・実施する。

(3)子会社の取締役及び使用人の職務の執行が効
率的に行われることを確保するための体制
取締役及び使用人の職務が効率的に行えるよ
う「組織・職務・職務権限・決裁規程」など
社内規程を整備・明確化するものとする。
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(4)子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法
令及び定款に適合することを確保するための
体制
① 当社及び子会社はグループ全体の内部統

制を充実させるとともに、コンプライア
ンスに関する「コンプライアンスマニュ
アル（行動基準及び行動指針）」を定め、
グループ全体の法令遵守を確保するため
に必要な体制を整備するものとする。

② 子会社の業務管理は「関係会社管理規程」
の定めに従い、担当取締役が管理担当取
締役の協力を得て、子会社の業務状況に
応じて必要な管理を行うものとする。

③ 当社の「内部統制委員会」は子会社の内
部監査を実施し、その結果を取締役社長
に報告するものとする。

６ 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体
制
　当社及び子会社は金融商品取引法の定めに従
い、「内部統制基本要綱」に則り健全な内部統
制環境の保持に努め、全社レベル並びに業務プ
ロセスレベルの統制活動を強化し、有効かつ正
当な評価ができるよう内部統制システムを構築
し、適切な運用に努めることにより、財務報告
の信頼性と適正性を確保するものとする。

７ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び
その体制
(1)当社及び子会社は反社会的勢力や団体とのあ

らゆる関係を遮断するため、社会的な秩序を
維持、尊重し、必要な場合には法的な処置を
前提として、毅然とした態度で臨むものとす
る。

(2)反社会的勢力や団体を排除するため、法と倫
理に基づき行動することを「コンプライアン
スマニュアル（行動基準及び行動指針）」に
定め、全役員及び社員に周知徹底を図るとと
もに、具体的事案の発生時には、警察等関連
機関や顧問弁護士などと緊密に連携し、速や
かに対処できる体制を確保するものとする。
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８ 監査役会の職務を補助すべき使用人を置くこと
に関する事項
　監査役会から要請があった場合には、監査役
の職務を補助すべき使用人（以下「補助使用
人」という）として、当社の使用人から監査役
補助者を任命することについて協力するものと
し、監査役補助者の任命にあたっては、所要の
事項をあらかじめ協議・相談の上、取り決める
ものとする。

９ 前項補助使用人の取締役からの独立性に関する
事項
　任命された補助使用人は監査役の補助者とし
て職務を遂行し、その補助使用人の人事異動及
び人事評価等については、監査役会の意見・意
向を事前に聴取の上、執り運ぶものとする。

１０ 監査役の補助使用人に対する指示の実効性の確
保に関する事項
　取締役は、監査役の補助使用人の配置につい
て、監査役と業務執行側からの指揮命令が相反
しないように配慮し、補助使用人を選任する。
また、補助使用人は監査役からの指揮命令を優
先するものとする。

１１ 次に掲げる体制その他の監査役への報告に関す
る体制
(1)取締役及び使用人が監査役に報告をするため

の体制
① 監査役は取締役会に出席し、取締役から

業務執行の状況その他重要な事項の報告
を受けるほか、その他重要な会議に出席
するものとする。

② 取締役社長は、社長・監査役ミーティン
グを適宜に開催し、業務の執行状況につ
いて監査役に報告するものとし、その他
取締役及び業務担当役員についても監査
役に対し業務執行状況の報告を行うもの
とする。
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③ 前号に関わらず監査役はいつでも必要に
応じて、取締役及び業務担当役員等に対
してこれらの報告を求めることができる
ものとする。

(2)子会社の取締役及び使用人またはこれらの者
から報告を受けた者が当社の監査役に報告を
するための体制
①「関係会社報告会」及び当社による各子会

社の内部監査等を通じて得た情報を当社
監査役に定期的に報告する。

② 前号に関わらず監査役はいつでも必要に
応じて、子会社の取締役及び使用人に対
して業務執行に関する報告を求めること
ができるものとする。

１２ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理
由として不利な扱いを受けないことを確保する
ための体制
　当社の監査役に報告を行った者に対し、当該
報告を行ったことを理由として不利益な取り扱
いを受けないよう、「コンプライアンスマニュ
アル（行動基準及び行動指針）」に定める内部
通報制度に準じた扱いとする。

１３ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払
または償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用または債務の処理に係る方針に
関する事項
　当社は、監査役と協議の上、監査役の職務を
執行するのに必要である予算をあらかじめ定め
る。
　また、予算の有無に拘わらず、監査役が外部
専門家に依頼した費用などを含め、職務を執行
するために発生した費用を請求した時は、職務
の執行に必要でないことが認められた場合を除
き、監査役に償還するものとする。

１４ その他監査役の監査が実効的に行われることを
確保するための体制
　監査役は、会計監査人及び子会社の監査役、
また「内部統制委員会」、「コンプライアンス委
員会」等と適宜に意見交換を行うことができる
ものとする。
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② 業務の適正を確保するための体制の運用状況の

概要

当社では、「内部統制に関わる基本方針」に基づ

き、企業集団の業務の適正を確保するための体制整

備とその適切な運用に努めており、当事業年度にお

ける運用状況の概要は以下のとおりであります。

「内部統制基本要綱」により設置した内部統制委

員会は、同委員会の規程の定めに従い、当事業年度

に２回開催いたしました。また、同委員会の下、内

部統制部門である経営企画室が、研究開発部及び生

産部を対象として内部監査を実施し、内部統制の有

効性を点検いたしました。

当社は、取締役及び社員の職務執行が法令及び定

款に適合することを確保するため、「コンプライア

ンスマニュアル（行動基準及び行動指針）」を定め、

当社グループ全体に周知徹底を図っております。ま

た、同マニュアルにより設置したコンプライアンス

委員会は、当事業年度に４回開催し、法令等の遵守

状況を審議いたしました。また、法令遵守の徹底と

意識を高めるべくコンプライアンスに関する外部研

修も活用しております。

なお、各委員会はその活動状況を取締役社長に報

告しております。

取締役会は、「取締役会規則」に基づき、当事業

年度に11回開催し、法令及び定款に定められた事項

及び経営上重要な事項の決議を行うとともに、取締

役の職務執行の監督を行いました。取締役会は、社

外取締役３名を含む取締役９名で構成され、社外監

査役３名を含む監査役４名も出席しております。ま

た、取締役会とは別に常勤取締役及び常勤監査役で

構成する経営会議を当事業年度は24回開催し、迅速

かつ適確な意思決定により業務執行を行いました。

これら意思決定は、「経営会議運営要項」及び「組

織・職務・職務権限・決裁規程」の定めに従い行っ

ております。
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監査役会は、当事業年度に13回開催し、常勤監査

役からの会社の状況に関する報告及び監査役相互に

よる意見交換等を行いました。また、監査役は、取

締役会及びその他重要会議に出席して適宜意見を具

申し、内部統制部門及び会計監査人との意見交換も

行い、公正な監査体制の確保に努めてまいりまし

た。

子会社の管理については、当社の定める「関係会

社管理規程」に基づき、関係会社報告会を当事業年

度は４回開催し、常勤取締役及び常勤監査役は子会

社より四半期毎の営業報告及び決算説明等を受けて

おります。また、子会社において行う決裁は、当社

との事前協議を行ったうえ、同規程の定める手続を

経て行っております。

　

　(2) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、当社の収益力、財務内容及び経営環境な

どをふまえ、株主の皆様への利益還元及び内部留保

を考慮し決定することを基本方針としております。

　

　(3) 株式会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支

配する者の在り方に関する基本方針については特に

定めておりません。

　

　

………………………………………………………………
(注) 本事業報告中の記載金額（１株当たり当期純利益、１株当

たり当期純損失及び１株当たり純資産を除く。)、株数及び
数量は表示単位未満の端数を切り捨てております。
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連結貸借対照表
　

　

(平成28年３月31日現在)
(単位：百万円)

　

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 6,638 流 動 負 債 3,577

現 金 及 び 預 金 2,157 支払手形及び買掛金 1,175

受取手形及び売掛金 1,254 短 期 借 入 金 1,840

商 品 及 び 製 品 1,018 リ ー ス 債 務 0

仕 掛 品 122 未 払 法 人 税 等 74

原材料及び貯蔵品 886 賞 与 引 当 金 65

繰 延 税 金 資 産 151 未 払 金 16

短 期 貸 付 金 997 設備関係未払金 46

そ の 他 62 そ の 他 358

貸 倒 引 当 金 △12

固 定 資 産 4,619 固 定 負 債 458

有 形 固 定 資 産 1,411 長 期 借 入 金 39

建物及び構築物 157 リ ー ス 債 務 0

機械装置及び運搬具 238 繰 延 税 金 負 債 51

土 地 905 役員退職慰労引当金 49

そ の 他 109 退職給付に係る負債 315

無 形 固 定 資 産 34 資 産 除 去 債 務 1

そ の 他 34

投資その他の資産 3,173 負 債 合 計 4,036

投 資 有 価 証 券 793 純 資 産 の 部

長 期 貸 付 金 2,046 株 主 資 本 7,177

退職給付に係る資産 30 資 本 金 2,904

繰 延 税 金 資 産 279 利 益 剰 余 金 4,276

そ の 他 29 自 己 株 式 △3

貸 倒 引 当 金 △6 その他の包括利益累計額 77

繰 延 資 産 33 その他有価証券評価差額金 107

開 発 費 33 退職給付に係る調整累計額 △30

純 資 産 合 計 7,255

資 産 合 計 11,291 負債純資産合計 11,291
　

　(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書
　

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位：百万円)
　

科 目 金 額

売 上 高 14,469

売 上 原 価 11,718

売 上 総 利 益 2,751

販売費及び一般管理費 2,141

営 業 利 益 610

営 業 外 収 益

受 取 利 息 36

受 取 配 当 金 8

持分法による投資利益 33

為 替 差 益 27

保 険 解 約 返 戻 金 17

そ の 他 6 129

営 業 外 費 用

支 払 利 息 10

そ の 他 2 13

経 常 利 益 726

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2

事 業 整 理 損 32 34

税金等調整前当期純利益 691

法人税、住民税及び事業税 82

法 人 税 等 調 整 額 80 162

当 期 純 利 益 528

親会社株主に帰属する当期純利益 528
　

　(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
　

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位：百万円)
　

株 主 資 本

資 本 金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,904 3,856 △3 6,757

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △109 △109

親会社株主に帰属
する当期純利益

528 528

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － 419 △0 419

当 期 末 残 高 2,904 4,276 △3 7,177

　

　
　

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 41 0 24 66 6,824

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △109

親会社株主に帰属
する当期純利益

528

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

66 △0 △54 11 11

当期変動額合計 66 △0 △54 11 431

当 期 末 残 高 107 － △30 77 7,255
　

　(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1. 連結の範囲に関する事項

　 連結子会社の数 １社

　 子会社は全て連結しております。

連結子会社の名称 トーハン㈱

　平成27年９月30日付で解散し、平成27年12月25日付で清算

が結了いたしましたヨートーハウジング株式会社は、当連結

会計年度より連結の範囲から除外しております。

2. 持分法の適用に関する事項

　 持分法適用の関連会社数 １社

　 関連会社は全て持分法の適用範囲に含めております。

　 持分法適用の関連会社の名称 太平洋製糖㈱

3. 会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

a 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

　 b その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却

原価は、総平均法により算

定)

時価のないもの 総平均法による原価法

　 ② たな卸資産

商品・製品・原材料・仕掛品 総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの

方法により算定)

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産

　 建物及び構築物・機械装置・・・・・定額法

　 運搬具・その他・・・・・・・・・・定率法

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ７～50年

機械装置及び運搬具 ３～10年

　 ② 無形固定資産

　 定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間 (５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。
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　(3) 繰延資産の処理方法

開発費・・・・・開発費は５年にわたって毎期均等額を償

却しております。

　(4) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

　売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

　 ② 賞与引当金

　従業員に支給する賞与の支出に充当するため、支給見込

額に基づき当連結会計年度に負担すべき額を計上しており

ます。

　 ③ 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金

規程に基づく期末要支給額を計上しております。

　(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約に

ついては振当処理の要件を満たしている場合には振当処理

を採用しております。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

　当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘ

ッジ対象は以下のとおりであります。

　 ・ヘッジ手段 為替予約

　 ・ヘッジ対象 売掛金、買掛金

　 ③ ヘッジ方針

　為替予約取引は、外貨建金銭債権債務等の為替変動リス

クをヘッジすることを目的としております。なお、投機目

的の取引は行わない方針であります。

　 ④ ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約は、為替予約の締結時に、リスク管理方針に従

って、外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれ

ぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相

関関係は完全に確保されているので有効性の評価を省略し

ております。
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　(7) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 ① 退職給付に係る会計処理の方法

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控

除した額を退職給付に係る負債に計上しております。

　なお、年金資産の額が退職給付債務の額を超過している

場合は、退職給付に係る資産に計上しております。

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結

会計年度末までの期間に帰属させる方法については、期間

定額基準によっております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の

上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給

付に係る調整累計額に計上しております。

　 ② 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。

　

会計方針の変更に関する注記

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年

９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、「連結財務諸表に

関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下

「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を当連結会計年度より適用し、支配が継続して

いる場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金

として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の

費用として計上する方法に変更いたしました。

　また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合について、

暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しが企業結

合年度の翌年度に行われた場合には、当該見直しが行われた年度の

期首残高に対する影響額を区分表示するとともに、当該影響額の反

映後の期首残高を記載する方法に変更いたします。

　加えて、当期純利益等の表示の変更を行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－

２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び事業分離等会計基

準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結

会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

　なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響額は

ありません。
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表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書関係）

　前連結会計年度において、区分掲記しておりました「営業外収

益」の「貸倒引当金戻入額」は金額が僅少のため当連結会計年度

においては、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しており

ます。

　なお、当連結会計年度における「貸倒引当金戻入額」の金額は

１百万円であります。

連結貸借対照表に関する注記

1. 担保資産及び担保付債務

　イ 担保に供している資産

建物及び構築物 151百万円

土 地 905百万円

投資有価証券 10百万円

計 1,068百万円

　ロ 担保設定の原因となる債務等

(1) 短期借入金 200百万円

(2) 宅地建物取引業法に基づく営業保証金 10百万円

　宅地建物取引業者廃止に伴い、営業保証金取戻し手続中であ

ります。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 1,196百万円

3. 保証債務

　 債務保証

　下記の会社の銀行借入について債務保証を行っております。

　 (関係会社）借入保証

太平洋製糖㈱ 66百万円

　

連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に

関する事項
　

株式の種類
当連結会計年度期首

(株)
増 加
(株)

減 少
(株)

当連結会計年度末
(株)

発行済株式

　普通株式 54,560,000 － － 54,560,000

　合計 54,560,000 － － 54,560,000

自己株式

　普通株式 25,944 1,138 － 27,082

　合計 25,944 1,138 － 27,082
　

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加1,138株は、単元未満
株式の買取によるものであります。
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2. 配当金に関する事項

　(1) 配当金支払額
　

(決議) 株式の種類
配当金
の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年５月12日
取締役会

普通株式 109 2.00
平成27年
３月31日

平成27年
６月２日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発

生日が翌連結会計年度となるもの
　

(決議) 株式の種類
配当金
の総額
(百万円)

配当の
原資

１株
当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成28年５月12日
取締役会

普通株式 163
利益
剰余金

3.00
平成28年
３月31日

平成28年
６月６日

　

金融商品に関する注記

　1. 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限

定し、また、資金調達については主として、銀行借入による

ことを取組方針としております。

　受取手形及び売掛金、短期貸付金、長期貸付金に係る取引

先における信用リスクは、当社及び連結子会社の与信管理規

程等に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとと

もに、主な取引先の信用状況を毎期把握する体制を整備し管

理しております。

　投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企

業の株式であり、定期的に時価の把握を行っております。

　デリバティブは、外貨建ての営業債権・債務に係る為替の

変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先物為替予約取

引であり、実需の範囲内で行うこととしております。
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　2. 金融商品の時価等に関する事項

　平成28年３月31日(当期の連結決算日)における連結貸借対

照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

です。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる

ものは、次表には含まれておりません((注2)参照)。

(単位：百万円)
　

連結貸借
対 照 表
計 上 額

時 価 差 額

(1)現金及び預金 2,157 2,157 －

(2)受取手形及び売掛金 1,254

貸倒引当金（※） △9

差 引 1,245 1,245 －

(3)投資有価証券

①満期保有目的の債券 10 10 0

②その他有価証券 305 305 －

(4)短期貸付金 997

貸倒引当金（※） △3

差 引 994 994 －

(5)長期貸付金 2,046

貸倒引当金（※） △6

差 引 2,040 2,055 14

資 産 計 6,753 6,767 14

(1)支払手形及び買掛金 1,175 1,175 －

(2)短期借入金 1,840 1,840 －

(3)長期借入金 39 39 －

負 債 計 3,055 3,055 －
　

(※) 受取手形及び売掛金、短期貸付金、長期貸付金に対して計
上している貸倒引当金を控除しております。

　

(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　 資 産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、並びに(4)短期

貸付金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　 (3)投資有価証券

　株式は取引所の市場価格によっており、債券は取引金融

機関から提示された価格によっております。

　 (5)長期貸付金

　当社では、長期貸付金の時価の算定は、元利金の合計額

を、新規に同様の貸付を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。
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　 負 債

　 (1)支払手形及び買掛金、並びに(2)短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　 (3)長期借入金

　当社では、長期借入金の時価の算定は、元利金の合計額

を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

　

(注2) 非上場株式(連結貸借対照表計上額477百万円)は、市場価

格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もること

ができず、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

　

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 133.04円

１株当たり当期純利益 9.70円
　

(注) 1. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在
株式が存在しないため記載しておりません。

　 2. 算定上の基礎
　 (1) １株当たり純資産額

純資産の部の合計額 7,255百万円

普通株式に係る純資産額 7,255百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
54,532,918株

　 (2) １株当たり当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益 528百万円

普通株主に帰属しない金額　 該当事項はありません。

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 528百万円

普通株式の期中平均株式数 54,533,519株
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書

平成28年５月９日

東洋精糖株式会社
　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 塚 原 克 哲 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 高 津 知 之 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、東洋精糖株式会社の

平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び

連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不

正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示する

ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施す

ることを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤

謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適

用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの

ではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な

監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書

類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、東洋精糖株式会社及び連結子会社からな

る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以 上
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貸 借 対 照 表
　

　

(平成28年３月31日現在)
(単位：百万円)

　

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 5,600 流 動 負 債 2,790

現 金 及 び 預 金 2,060 買 掛 金 654

受 取 手 形 0 短 期 借 入 金 1,280

売 掛 金 351 １年内返済予定の長期借入金 340

商 品 及 び 製 品 1,008 リ ー ス 債 務 0

仕 掛 品 122 未 払 金 16

原材料及び貯蔵品 886 未 払 法 人 税 等 71

前 払 費 用 12 未 払 費 用 271

繰 延 税 金 資 産 144 前 受 金 3

関係会社短期貸付金 997 預 り 金 6

そ の 他 20 賞 与 引 当 金 57

貸 倒 引 当 金 △3 設備関係未払金 46

そ の 他 42

固 定 資 産 4,250 固 定 負 債 325

有 形 固 定 資 産 1,410 長 期 借 入 金 39

建 物 151 退職給付引当金 235

構 築 物 4 役員退職慰労引当金 48

機 械 及 び 装 置 236 資 産 除 去 債 務 1

車 両 運 搬 具 2

工具、器具及び備品 34

土 地 905 負 債 合 計 3,116

そ の 他 75 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 33 株 主 資 本 6,764

特 許 権 0 資 本 金 2,904

ソ フ ト ウ ェ ア 31 利 益 剰 余 金 3,864

そ の 他 1 利 益 準 備 金 62

投資その他の資産 2,806 その他利益剰余金 3,802

投 資 有 価 証 券 198 繰越利益剰余金 3,802

関 係 会 社 株 式 270 自 己 株 式 △3

出 資 金 0 評価・換算差額等 3

長 期 貸 付 金 4 その他有価証券評価差額金 3

関係会社長期貸付金 2,042

長 期 前 払 費 用 0

前 払 年 金 費 用 3

繰 延 税 金 資 産 266

そ の 他 26

貸 倒 引 当 金 △6

繰 延 資 産 33

開 発 費 33 純 資 産 合 計 6,768

資 産 合 計 9,884 負債純資産合計 9,884
　

　(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
　

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位：百万円)
　

科 目 金 額

売 上 高 11,215

売 上 原 価 8,808

売 上 総 利 益 2,406

販売費及び一般管理費 1,819

営 業 利 益 587

営 業 外 収 益

受 取 利 息 36

受 取 配 当 金 4

為 替 差 益 27

保 険 解 約 返 戻 金 17

そ の 他 4 91

営 業 外 費 用

支 払 利 息 9

そ の 他 2 11

経 常 利 益 666

特 別 利 益

子 会 社 清 算 益 25

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2

税 引 前 当 期 純 利 益 688

法人税、住民税及び事業税 65

法 人 税 等 調 整 額 79 144

当 期 純 利 益 544
　

　(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
　

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位：百万円)
　

株 主 資 本

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,904 51 3,377 3,428 △3 6,329

当 期 変 動 額

利益準備金の積立 11 △11 － －

剰余金の配当 △109 △109 △109

当期純利益 544 544 544

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － 11 424 435 △0 435

当 期 末 残 高 2,904 62 3,802 3,864 △3 6,764

　
　

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 3 0 3 6,333

当 期 変 動 額

利益準備金の積立 －

剰余金の配当 △109

当期純利益 544

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

△0 △0 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0 △0 434

当 期 末 残 高 3 － 3 6,768
　

　(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

a 満期保有目的の債券 償却原価法(定額法)

b 子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法

　 c その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定)

時価のないもの 総平均法による原価法

　(2) たな卸資産

商品、製品、原材料、仕掛品 総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方

法により算定)

2. 固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　 建物、構築物、機械及び装置・・・・定額法

　 車両運搬具、工具器具及び備品・・・定率法

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物、構築物 ７～50年

機械及び装置 ８～10年

　(2) 無形固定資産

　 定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間 (５年）に基づく定額法を採用しております。

3. 繰延資産の処理方法

開発費・・・・・開発費は５年にわたって毎期均等額を償却

しております。

4. 引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

　(2) 賞与引当金

　従業員に支給する賞与の支出に充当するため、支給見込額

に基づき当事業年度に負担すべき額を計上しております。

　(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。
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　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年

度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準

によっております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。

　(4) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規

程に基づく期末要支給額を計上しております。

5. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処理しております。

6. ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約につ

いては振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を採

用しております。

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対

象は以下のとおりであります。

　 ・ヘッジ手段 為替予約

　 ・ヘッジ対象 売掛金、買掛金

　(3) ヘッジ方針

　為替予約取引は、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスク

をヘッジすることを目的としております。なお、投機目的の

取引は行わない方針であります。

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約は、為替予約の締結時に、リスク管理方針に従っ

て、外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ

振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係

は完全に確保されているので有効性の評価を省略しておりま

す。

7. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　(1) 消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお

ります。

　(2) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法

は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっ

ております。
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貸借対照表に関する注記

1. 担保資産及び担保付債務

　イ 担保差入資産

(1) 建 物 151百万円

(2) 土 地 905百万円

(3) 投資有価証券 10百万円

　 計 1,068百万円

　ロ 担保設定の原因となる債務等

(1) 短期借入金 200百万円

(2) 宅地建物取引業法に基づく営業保証金 10百万円

　宅地建物取引業者廃止に伴い、営業保証金取戻し手続中であ

ります。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 1,191百万円

3. 保証債務

　 債務保証

　下記の会社の銀行借入について債務保証を行っております。

　 (関係会社）借入保証

太平洋製糖㈱ 66百万円

4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

関係会社に対する短期金銭債権 1,103百万円

関係会社に対する長期金銭債権 2,042百万円

関係会社に対する短期金銭債務 714百万円

損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

売 上 高 10,159百万円

仕 入 高 5,666百万円

営業取引以外の取引高 収 益 64百万円

費 用 0百万円

　
株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の種類及び株式数に関する事項
　

株式の種類
当事業年度期首

(株)
増 加
(株)

減 少
(株)

当事業年度末
(株)

普通株式 25,944 1,138 － 27,082

合計 25,944 1,138 － 27,082
　

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加1,138株は、単元未満
株式の買取によるものであります。
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税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当

金、繰越欠損金であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、前払年

金費用、その他有価証券評価差額金の計上によります。

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

流動の部 固定の部

(繰延税金資産)

貸倒引当金 1百万円 1百万円

賞与引当金 17百万円 －百万円

未払事業税 7百万円 －百万円

退職給付引当金 －百万円 72百万円

繰越欠損金 111百万円 409百万円

その他 7百万円 22百万円

繰延税金資産小計 145百万円 506百万円

評価性引当額 △1百万円 △237百万円

繰延税金資産合計 144百万円 268百万円

(繰延税金負債)

前払年金費用 －百万円 △0百万円

その他有価証券評価差額金 －百万円 △1百万円

繰延税金負債合計 －百万円 △2百万円

繰延税金資産（負債）の純額 144百万円 266百万円
　

(注) 繰延税金資産の算定に当たり、将来の合理的な見積可能期
間の課税所得の見積額を超える部分及びスケジューリング
不能な将来減算一時差異については、評価性引当額として
繰延税金資産より控除しております。
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関連当事者との取引に関する注記

1. 親会社及び法人主要株主等
(単位：百万円)

　

種 類
会社等
の名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

その他の
関係会社

丸紅
株式会社

被所有
直接
39.3％

精製糖販売
並びに主要
な原材料の
購入先

役員の受入

当社製品
の販売
(注)1

10,037 売掛金 81

原材料
の購入
(注)2

4,011 買掛金 552

　

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 1. 当社製品の販売について、価格その他の取引条件は、
製品の市場価格並びに市場実勢を参酌して、決定して
おります。

2. 原材料の購入については、その主たる原料糖は、海外
粗糖市況を参酌して、随時決定しております。

3. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高
には消費税等を含めております。

　
2. 子会社及び関連会社等

(単位：百万円)
　

種 類
会社等
の名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

関連会社
太平洋製糖
株式会社

所有
直接
33.3％

精製糖の
委託加工

役員の兼任

精製糖の
委託加工等
(注)1

1,290 未払費用 121

設備資金等
の貸付
(注)2

1,080

関係会社
短期貸付金

997

関係会社
長期貸付金

2,042

債務保証
(注)3

66 － －

　

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 1. 精製糖の委託加工費は、精製糖受委託加工契約書に基
づいて決定しております。

2. 設備資金等の貸付については、貸付利率を金融市場・
金利実勢に基づいて、決定しております。

3. 銀行借入について債務保証を行っております。なお、
保証料は受領しておりません。

4. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高
には消費税等を含めております。
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１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 124.11円

１株当たり当期純利益 9.99円
　

(注) 1. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在
株式が存在しないため記載しておりません。

　 2. 算定上の基礎
　 （1）１株当たり純資産額

純資産の部の合計額 6,768百万円

普通株式に係る純資産額 6,768百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
54,532,918株

　 （2）１株当たり当期純利益
当期純利益 544百万円

普通株主に帰属しない金額　 該当事項はありません。

普通株式に係る当期純利益 544百万円

普通株式の期中平均株式数 54,533,519株
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会計監査人監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書

平成28年５月９日

東洋精糖株式会社
　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 塚 原 克 哲 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 高 津 知 之 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東洋精糖株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第92期事業年度の計算書

類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記

表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附

属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法

人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査

証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ

り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス

クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に

ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその

附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討

することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附

属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第92期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施
状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門、その他の使用人等と意思疎通
を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その
他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、
子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換
を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団
の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第
１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決
議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に
応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して
いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて
説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

2. 監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

　 平成28年５月10日
東洋精糖株式会社 監査役会

常勤監査役(社外監査役) 渡 邉 忠 彦 ㊞

常勤監査役 青 山 正 明 ㊞

社外監査役 笹 岡 晃 ㊞

社外監査役 西 山 和 伸 ㊞

　

以 上
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株主総会参考書類
　

議案及び参考事項

第１号議案 取締役９名選任の件

　取締役水本圭昭氏は平成28年３月31日を

もって取締役を辞任されました。また、取

締役全員（８名）は本定時株主総会終結の

時をもって任期満了となります。つきまし

ては、取締役９名の選任をお願いいたした

いと存じます。

　取締役候補者は、次のとおり（47頁から

54頁まで）であります。
　

番
号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当
及び重要な兼職の状況

所有する当
社の株式数

１
下井田
しも い だ

　 隆
たかし

(昭和27年
１月14日生)

昭和50年４月 丸紅株式会社入社

45,000株

平成15年４月 当社砂糖部長

平成15年６月 当社取締役砂糖

部長

平成16年４月 当社常務取締役

砂糖部長

平成16年10月 当社常務取締役

砂糖事業部長
平成20年６月 当社専務取締役

砂糖事業部長

平成22年４月 当社専務取締役

営業本部長

平成24年４月 当社専務取締役

営業本部長研究

開発部管掌
平成25年４月 当社専務取締役

営業本部長研究

開発部･知的財

産部管掌

平成28年４月 当社代表取締役

社長

現在に至る

(重要な兼職の状況)

トーハン株式会社代表取締役社長

太平洋製糖株式会社取締役

関東砂糖株式会社取締役
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番
号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当
及び重要な兼職の状況

所有する当
社の株式数

２

※

小　島　康　之
こ じま やす ゆき

(昭和32年
５月19日生)

昭和57年４月 丸紅株式会社入社

15,000株

平成17年４月 同社飼料・スタ

ーチ原料部長

平成19年４月 同社食糧砂糖部

長
平成19年６月 当社監査役

平成20年10月 丸紅株式会社食

品原料部長

平成22年３月 当社監査役退任

平成22年４月 丸紅米国会社Ｒ

ＧＭ兼シカゴ支

店長
平成24年４月 丸紅株式会社

食品部門部門長

付部長
平成25年４月 同社食糧部門部

門長補佐
平成27年４月 同社穀物本部副

本部長
平成28年４月 当社統括事業本

部長、経営企画

室長
現在に至る
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番
号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当
及び重要な兼職の状況

所有する当
社の株式数

３
立　澤　一　郎
たつ ざわ いち ろう

(昭和32年
９月30日生)

昭和55年４月 丸紅株式会社入社

9,000株

平成14年４月 同社食糧砂糖部

部長代理

平成14年６月 当社監査役

平成16年４月 丸紅株式会社

食糧砂糖部

副部長
平成17年６月 当社監査役

平成19年４月 丸紅株式会社

バイオマスプロ

ジェクトチーム長

平成19年６月 当社監査役退任

平成21年７月 熊本製粉株式会

社執行役員

平成24年４月 当社管理本部経

営企画室長兼不

動産管理室長

平成25年４月 当社管理本部長

総務部長兼経営

企画室長

平成25年６月 当社取締役管理

本部長総務部長

兼経営企画室長

平成27年６月 当社常務取締役

管理本部長総務

部長兼経営企画

室長
平成28年４月 当社常務取締役

管理本部長総務

部長

現在に至る

(重要な兼職の状況)

トーハン株式会社取締役

太平洋製糖株式会社監査役
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番
号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当
及び重要な兼職の状況

所有する当
社の株式数

４
飯　田　純　久
いい だ よし ひさ

(昭和32年
３月21日生)

昭和56年４月 当社入社

32,000株

平成16年10月 当社機能食品素

材事業部研究開

発室長

平成23年４月 当社生産開発本

部長研究開発部

長兼品質保証管

理室長

平成23年６月 当社取締役生産

開発本部長研究

開発部長兼品質

保証管理室長

平成24年４月 当社取締役生産

本部長研究開発

部管掌

平成25年４月 当社取締役知的

財産部長

平成27年４月 当社取締役生産

本部長

平成27年12月 当社取締役生産

本部長研究開発

部長
平成28年４月 当社取締役機能

素材事業本部長

現在に至る
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番
号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当
及び重要な兼職の状況

所有する当
社の株式数

５
遠　藤　和　浩
えん どう かず ひろ

(昭和35年
３月27日生)

平成２年10月 当社入社

10,000株

平成17年４月 当社砂糖事業部

砂糖部部長代理

平成26年４月 当社営業本部砂

糖営業部長
平成27年４月 当社営業本部副

本部長砂糖営業

部長
平成27年６月 当社取締役営業

本部副本部長砂

糖営業部長
平成28年４月 当社取締役砂糖

事業本部長砂糖

営業部長
現在に至る

(重要な兼職の状況）

トーハン株式会社取締役

６
吉　武　孝　夫
よし たけ たか お

(昭和37年
12月18日生)

平成３年１月 当社入社

14,000株

平成17年４月 当社管理部長

平成18年４月 当社財務経理部

長兼不動産賃貸

部長
平成25年４月 当社管理本部財

務経理部長兼不

動産管理室長
平成27年４月 当社管理本部副

本部長財務経理

部長兼不動産管

理室長
平成27年６月 当社取締役管理

本部副本部長財

務経理部長兼不

動産管理室長
平成27年10月 当社取締役管理

本部副本部長財

務経理部長
現在に至る

(重要な兼職の状況)

トーハン株式会社監査役

― 51 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月19日 16時01分 $FOLDER; 51ページ



番
号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当
及び重要な兼職の状況

所有する当
社の株式数

７
秋　山　利　裕
あき やま とし ひろ

(昭和34年
４月29日生)

昭和61年４月 山三興業株式会

社(現山三株式

会社)入社

18,000株

平成６年２月 同社代表取締役

社長

現在に至る

平成11年６月 当社取締役

現在に至る

(重要な兼職の状況)

山三株式会社代表取締役社長

山三交通株式会社代表取締役社長

８
戸井川　岩　夫
と い がわ いわ お

(昭和28年
８月22日生)

平成３年４月 弁護士登録(東

京弁護士会)

渡部喜十郎法律

事務所入所

－株

平成13年７月 戸井川法律事務

所開設
平成18年５月 日比谷Ｔ＆Ｙ法

律事務所開設
現在に至る

平成23年６月 当社監査役

平成27年６月 当社取締役

現在に至る

(重要な兼職の状況)

弁護士(日比谷T＆Y法律事務所)

９
岩　尾　聖　士
いわ お せい じ

(昭和39年
９月９日生)

平成３年４月 丸紅株式会社入社

－株

平成25年10月 同社食品原料部

部長代理

平成26年４月 同社食品原料部長

現在に至る

平成27年６月 当社取締役

現在に至る

(重要な兼職の状況)

丸紅株式会社食品原料部長
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(注) 1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. ※印は、新任取締役候補者であります。
3. 秋山利裕、戸井川岩夫及び岩尾聖士の３氏は社外取締

役候補者であります。
4. 秋山利裕及び戸井川岩夫の両氏につきましては、東京

証券取引所に対し、同取引所の定める独立役員として
届け出ております。

5. 岩尾聖士氏は現在及び過去５年間において、当社の特
定関係事業者である丸紅株式会社の使用人であり、そ
の地位及び担当に関する事項は「略歴、地位、担当及
び重要な兼職の状況」に記載のとおりであります。

6. 取締役候補者とする理由
　下井田隆氏は、当社の専務取締役及び子会社の代表
取締役社長として当社グループの経営をリードし、ま
た、長年にわたり当社の営業部門の統括業務に携わり、
豊富な経験と幅広い知識を有しており、これら経験及
び知識を当社取締役会でのグループ経営の方針決定等
において活かすことが期待されるため、候補者といた
しました。
　小島康之氏は、当社主要事業に係る業界及び業務に
精通しており、当社経営に資するところが大きいと判
断し、候補者といたしました。
　立澤一郎氏は、当社の常務取締役として当社グルー
プ全体の管理部門の統括業務に携わり、業務執行に関
する豊富な経験と知識を有しており、当社経営に資す
るところが大きいと判断し、候補者といたしました。
　飯田純久氏は、当社の取締役として生産部門及び研
究開発部門の統括業務に携わり、専門的な知識と豊富
な経験を有しており、当社経営に資するところが大き
いと判断し、候補者といたしました。
　遠藤和浩氏は、当社の取締役として主要事業である
砂糖事業の統括業務に携わり、砂糖業界に精通し、豊
富な経験と知識を有しており、当社経営に資するとこ
ろが大きいと判断し、候補者といたしました。
　吉武孝夫氏は、当社の取締役として財務経理部門の
統括業務に携わり、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有しており、当社経営に資するところが大きい
と判断し、候補者といたしました。

7. 社外取締役候補者とする理由
　秋山利裕氏は、他の企業における代表としての豊富
な経験をもとにした大所高所からの助言など社外取締
役として当社経営に資するところが大きいと判断し、
候補者といたしました。
　戸井川岩夫氏は、弁護士として専門的見地並びに企
業法務に関する豊富な経験と幅広い知識を有しており、
より客観的な立場に立った助言など社外取締役として
当社経営に資するところが大きいと判断し、候補者と
いたしました。
　岩尾聖士氏は、当社主要事業に係る業界及び業務に
精通しており、豊富な情報のもと、より客観的な立場
に立った助言など社外取締役として当社経営に資する
ところが大きいと判断し、候補者といたしました。
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　なお、戸井川岩夫及び岩尾聖士の両氏は、社外取締
役または社外監査役となること以外の方法で会社経営
に関与したことはありませんが、上記の理由により、
社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断い
たしました。

8. 社外取締役候補者の過去における在任状況について
　秋山利裕氏は、平成11年６月より17年間、当社社外
取締役であります。
　戸井川岩夫氏は、平成23年６月より４年間、当社社
外監査役でありました。その後平成27年６月より１年
間、当社社外取締役であります。
　岩尾聖士氏は、平成27年６月より１年間、当社社外
取締役であります。

9. 候補者との責任限定契約について
　当社では社外取締役が期待される役割を十分に発揮
できるよう、定款第30条第２項において、社外取締役
との間に会社に対する損害賠償責任を法令の範囲内で
限定する契約を締結できる旨を定めております。これ
により、秋山利裕、戸井川岩夫及び岩尾聖士の３氏と
は当社との間で、会社法第425条第１項に定める最低責
任限度額を限度として、損害賠償責任を負う契約を締
結しております。
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第２号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　平成28年３月31日をもって取締役を退任

された水本圭昭氏に対し、在任中の功労に

報いるため、当社の定める一定の基準に従

い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈する

こととし、その具体的な金額、贈呈の時

期、方法等につきましては、取締役会にご

一任願いたいと存じます。

　退任取締役の略歴は、次のとおりであり

ます。

氏 名 略 歴

水　本　圭　昭
みず もと よし あき 平成27年６月 当社代表取締役社長

平成28年３月 当社代表取締役社長退任
　

(注) 退職慰労金の支払予定額は約１百万円であります。

以 上
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茅
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駅
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Ｎ

Tomod’s
２

株主総会会場のご案内図
　

会場 東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号

鉄鋼会館 ８階 801会議室

TEL 03-3669-4855
　

　

■地下鉄東西線茅場町駅下車

12番出口（日本橋消防署方面）徒歩約５分

■地下鉄日比谷線茅場町駅下車

１番または２番出口（八丁堀方面）徒歩約５分

■地下鉄日比谷線八丁堀駅下車

A5番出口（八丁堀交差点方面）徒歩約５分

■JR東京駅下車

八重洲口 徒歩約15分

　
　

お 願 い

会場には駐車場がございませんので、車でのご来

場はご遠慮くださいますようお願い申しあげま

す。

　

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月19日 16時01分 $FOLDER; 56ページ


